
第５次生駒市総合計画　進行管理検証シート 111市民協働

1

1

1

１　目指す姿の進捗度 【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

設問①

件数 比率 件数 比率

7 1.3% 1.8% 1.8 3.1% 3.1 0 0.0% 0.0%

78 14.8% 20.3% 15.2 17.9% 13.4 11 14.3% 19.3%

207 39.2% 53.9% 27.0 46.0% 23.0 29 37.7% 50.9%

62 11.7% 16.1% 4.0 18.2% 4.6 11 14.3% 19.3%

30 5.7% 7.8% 0.0 14.8% 0.0 6 7.8% 10.5%

123 23.3% 20 26.0%

21 4.0% 0 0.0%

528 100.0% 77 100.0%

384 100.0% 48.0 100.0% 44.1 57 100.0%

2 ｃ 1 ｄ 1 ｄ

2.0 ｃ 1.0 ｄ 1.0 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

２－１　指標評価

№

担当課

№

担当課

［評価基準］　達成度①：「増加目標」・達成度②：「減少目標」　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

１－１　市民実感度評価

得点評価 前回得点評価回答

どちらとも言えない

１－２　事業者実感度評価

4.8

得点評価

総数

有効回答数

評価①

市民実感度評価

指標名 この指標について 指標の動向

市民と行政が、それぞれの役割分担と責任に基づいて、お互いの立場や特性を尊重しながら、協働によるまちづくりが行われている。

市民と市又は市民同士がそれぞれの
役割と責任を担いながら対等の立場で
相互に補完し協力する事業（協働型事
業）と市の施策、事業等の計画・実施・
評価やまちづくりの過程に市民が主体
的に関わる事業（参画型事業）の年間
取組件数で、参画・協働によるまちづく
りの度合いを示します。

指標名 この指標について

0.0

14.5

25.4

計画当初値 直近値

162

61.7

直近値

66.6

196%

協働・参画型
事業数（件）

pA

指標区分

アウトカム

参考指標

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

まちづくりにおける市民の参画と協働

市民協働

市民と行政が、それぞれの役割分担と責任に基づいて、お互いの立場や特性を尊重しながら、協働によるまちづくりが行われている。

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

目指す姿

そう思わない

わからない

無回答

目指す値

指標の動向

評価①

事業者実感度評価

0.0

1

評価H22年度客観目標 達成度①

170133

H22H20 H25

148 ａ

調査サイクル

［目標設定パターン］　pA：生駒のありたい姿を示す理想的な水準として設定、pB：国県の目標等に合わせて設定、pC：全国平均水準にあわせて設定、
　　　　　　　　　　　　　　pD：過去のトレンド等を踏まえた実現可能な努力目標として設定

70.5

調査サイクル

＜外的要因の有無：□有　■無＞
H24は調査未実施。参画と協働の指針作成後に調査予定。

２～３年毎

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

pA

市政に関心を
持つ市民の割
合（％）

指標区分

H24

H23年度客観目標

計画当初値

H18

市民
活動
推進
課

2

参画と協働のまちづくり事務事業調査等について
目標設定
パターン

平成18年度に実施した「まちづくりに関
するアンケート調査」における一般市民
の市政への関心度の割合。
平成30年度には「あまり関心がない
17.9%」と「全く関心がない0.7%」を合わ
せた数値の半減を、平成25年度にはそ
の中間値を目指します。

指標の把握方法（数値の出所）

アウトプット

重点指標

指標の把握方法（数値の出所）

市民
活動
推進
課

目標設定
パターン

市民満足度調査

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

＜外的要因の有無：□有　■無＞
上記調査は市の各種事業・施策を通じて市民がどう思うか・どう考えるかを回答するものである
ため、当課だけでの回答は不能。各市民の生活スタイルを鑑み、市からの市政に関する情報提
供の方法を根本的に考え直す必要があり。

目指す値

H25

回答

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない

そう思わない

無回答

総数

72.0

ｅ

２年

評価

わからない

44.7有効回答数

達成度①

-127%

162

170

133

100

110

120

130

140

150

160

170

180

H20 H21 H22 H23 H24 H25

61.7

72.0

66.6
62.6

40

45

50

55

60

65

70

75

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
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２－２　代替指標

■補助指標

№ 主体 進捗

目標

実績

［評価基準］　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

２－３　客観指標評価

３－１　市民の役割分担状況 ３－３　事業者の役割分担状況

件数 比率 件数 比率

11 2.1% 2.2% 4 5.2% 5.3%

52 9.8% 10.3% 11 14.3% 14.7%

158 29.9% 31.3% 20 26.0% 26.7%

204 38.6% 40.4% 28 36.4% 37.3%

80 15.2% 15.8% 12 15.6% 16.0%

23 4.4% 2 2.6%

528 100.0% 77 100.0%

505 100.0% 75 100.0%

1 ｄ 1 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

３－２　地域活動等の役割分担状況

評価

ｂ

［評価基準］　ａ：十分取り組んでいる　ｂ：取り組んでいる　ｃ：少し取り組んでいる　ｄ：あまり取り組んでいない　ｅ：全く取り組んでいない

３－４　行政の役割分担状況

（１）市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

11 市民活
動推進
課

12 広報広
聴課

12 広報広
聴課

市民の役割分担状況

市民が意見を述べやすい環境づくりに努
めます。

90

35.6

15.6

得点評価 回答 得点評価

ａ

市民参画と協働によるまちづくりを推進す
るため、市民への啓発に努めます。

(市民)ホーム
ページなどを閲
覧し、市政に関
心をもつ

市民自治推進委員会の運
営

市民意見箱「ききみみポ
スト」の設置

(市民）市政に関
心をもち、積極
的に市政に参画
する。

市ホームページからの「ご
意見・お問い合わせ」メー
ルの運用

市ホームページのトップページと各課ペー
ジに「ご意見・お問い合わせ」ボタンを設
置し、電子メールにて市民からの意見等
を収集し、希望者には回答する。

市民への関心を高めるた
め、委員会での協議内容を
極力早く公開する必要があ
り。

事業内容

総数 総数

有効回答数 有効回答数 39.0

自治基本条例の運用状況を市民の立場
から見守り、条例の適正な運用管理を図
るとともに市民自治活動の推進を図るた
めに設置した市民自治推進委員会を運営
する。

事業者の役割分担状況

役割分担状況役割項目

取組項目 進捗上の課題

設問 生駒市の市政・まちづくりに関心を持っている。 設問 積極的に市政に参画している。

7.7 取り組んでいる 11.0

2.2 5.3十分取り組んでいる

H25H23 H24 代替指標評価

無回答

少し取り組んでいる

全く取り組んでいない 0.0 全く取り組んでいない

10.1 あまり取り組んでいない

回答

取り組んでいる

あまり取り組んでいない

無回答

十分取り組んでいる

少し取り組んでいる

指標名 この指標について

1 タウンミーティ
ング

本市を取り巻く社会状況や市の施策等を説明するとと
もに、市民の皆さんのご意見やご提案をお伺いし、情報
を共有することによって、今後の施策に反映していく。

行政
一回平均82人 90

事業名
行政以外の
主体の役割

市内38箇所の公共施設に設置。毎月1日
と15日に回収。記名・無記名は問わず。回
答希望者には担当課から回答。市役所イ
ントラネットにて職員間でも情報を共有。

一回平均76人

(市民)市政に関
心をもち、積極
的に市政に参画
する。

・市政・まちづくりに関心を持つ。
・主体性をもって積極的に市政に参画する。

市民の公益活動・まちづくりへの関心をより深めるために、平成23年度より「市
民が選択する市民活動団体支援制度（愛称マイサポいこま）」を運用している。

13.3

0.0

9.3

内容不明瞭な意見が多い

一回平均110人

ｃ客観指標評価　（代替指標に置き換えて平均値を算定）

市民が意見を述べやすい環境づくりに努
めます。
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13 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

（２）行政が主体的に実施する取組状況

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

ｂ 実施計
画

市民活
動推進
課

ｂ 実施計
画

市民活
動推進
課

ｂ

具体的内容

　市民自治推進委員会
を立ち上げ、参画と協働
の指針を策定した。
　同時に市民向けパンフ
レットも作成した。

講座・講演会の開催 啓発事業「市民公益活動入門講座」。
NPO活動について、関心を持っていても何
をすればいいのか、何をしたいのかが不
明瞭で、行動に移すきっかけがない層が
自らの力で活動に移行できるようエンパワ
メントを目的とし、対象毎にテーマを定め
てワークショップ形式で実施。

（市民）講座へ
の参加。受講者
アンケートへの
回答。
（登録団体）「ら
ら♪まつり」の
企画運営を行
い、当日は市民
へ活動の紹介を
行った。

行政が主体的に実施する取組状況

取組項目 事業名

政府が住民投
票制度の拡充を
盛り込んだ地方
自治法の改正
の動きを見極め
る。

達成状況 未達成の理由

参画と協働指針
の策定・市民向
けパンフレットの
作成

参画と協働のまちづくりを実現する
上での手引書となる指針を策定す
るとともに、市民向けのパンフレッ
トを作成する。

　昨年1月に市民自治推
進会議より市民投票条
例案の提言を受けたが、
住民投票制度創設を含
む地方自治法改正の審
議が先送りとなっている
ため、その動向を注視し
ている。

指標「市政に関する情報が不足
しており、市政についてよく
からないから」といった調
査結果からもうかがえるよ
うに、市政に関する情報提
供と市民と行政との対話不
足が要因にあると考える。
よって、今後、この目標を
達成し、より市政に関心を
持っていただくためには、
引き続き市の広報紙等に
よる情報提供に努める。

・自治連合会役員と市長
との懇談会において、市
政についての意見交換
をした。
・審査会・協議会等や市
民交流イベントを開催
し、市民参画の下、市政
への理解を深めた。
・予定どおりたけまるモ
ニター制度を活用し、タ
ウンミーティングをテーマ
別に3回開催した。
　いずれも参加者は100
人を超えた。（昨年度比
約1.5倍）
・高山スーパースクール
ゾーン構想についてもタ
ウンミーティングを実施し
た。
・ティーミーティングは、１
２月８日に「子育て支援
のあり方」１２月１４日に
は、｢防犯防災活動にお
ける行政との協働」な
ど、市内のグループと意
見交換会を実施した。
・平成24年度に実施した
市民・事業者満足度調
査では、市政に関心を持
つ市民の割合は、61.7％
であった。

ｃ平成24年度に
実施する市民満
足度調査におい
て、市政に関心
を持つ市民の割
合を、70％にす
ることを目指
す。

市民活
動推進
課
広報広
聴課

今年度末の
目標水準

ニーズに応じてまちづくりに関する講座を
実施します。

22 市政にかかわる
重要事項につい
て、直接市民の
意思を確認し、
参画を促進する
ための市民投
票の制度を整え
ます。

平成18年度に実施した「まちづくり
に関するアンケート調査」における
一般市民の市政への関心度の割
合。
平成30年度には「あまり関心がな
い17.9%」と「全く関心がない0.7%」を
合わせた数値の半減を、平成25年
度にはその中間値を目指す。

市政に関心を持
つ市民の割合

市政への市民
の理解と関心を
高めるとともに、
市政に市民の
意見を反映させ
るため、タウン
ミーティングなど
市民と行政が直
接対話できる機
会づくりに努め
ます。

23

市民投票条例
の制定

市政に関わる重要事項について、
直接市民の意思を確認するための
手段として市民投票条例を制定す
る。

参画と協働指針
の策定
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Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

21 市民活
動推進
課

22 市民活
動推進
課

23 広報広
聴課

企画政
策課

企画政
策課

25 市民活
動推進
課

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

４　総合評価　（計画の進捗状況）

［評価基準］　Ａ：目標が十分に達成されている　Ｂ：目標がかなり達成されている　Ｃ：目標がそこそこ達成されている　Ｄ：目標があまり達成されていない　Ｅ：目標が達成されていない

５　総合計画審議会の意見

24 条例や指針等に基づき、審議会委員の公
募や会議の公開、パブリックコメントなどを
実施し、政策形成過程における市民参画
の充実や透明性の確保を図ります。

生駒市パブリックコメント手続条例
の運用

タウンミーティング

終評価

前年度
終評価

Ｂ

行　政
主体的な取組

支援する取組 ａ

ａ

ｃ

内部評価を変更した場合の理由

進捗状況の内部評価
についての意見

今後の取組についての意見

地域活動等

３　役割分担
　　状況

市　　　　民

現状の課題と今後の取組
（内部評価がD以下の場合記入）

案件にもよるが、全般的に
提出される意見の件数が
少ない。

市の基本的な計画や条例等の策定にあたり、その
趣旨・目的・内容を公表し、それに対する市民から
の意見・情報等を受け、出された意見の概要と考
え方を公表する。

平成24年度に（仮称)参画と協働の指針を策定し、
その周知を図っていく。

平成24年1月に市民自治推進会議より市長へ市民
投票条例案の提言を行われ、今後地方自治法の
住民投票制度の改正の動向を注視しながら、市民
投票条例の制定を目指す。

地域の意見ではなく、個別
の要望や意見交換になる。

市長が市政の状況などを説明し、市民の皆さんと
直接、意見交換を行い、情報を共有することによっ
て今後の施策に反映していこうとするタウンミー
ティングをテーマ別に開催。①「市立病院」②「ごみ
問題」③「リニア新線の新駅誘致」

附属機関の適正な運営と活性化に努めるととも
に、各附属機関の必要性、本指針への適合状況
等について不断の見直しを行い、効率的な附属機
関等の運営を図る。

附属機関等の運営にあ
たって公募市民委員を募
集するが、応募する人が少
なく偏りが出てしまうことが
課題である。

進捗上の課題

附属機関及び懇談会等の取扱い
に関する指針等の運用

市民投票制度 住民投票制度に係る地方
自治法改正の先行きが不
透明。

事業内容

市政にかかわる重要事項について、直接
市民の意思を確認し、参画を促進するた
めの市民投票の制度を整えます。

ｄ－

ｃｄ

H22

市民参画や協働に基づき、本市のまちづ
くりを進めていくための基本的なルールを
定めた生駒市自治基本条例の適正な運
用に努めます。

１　目指す姿の進捗度
市民実感度

事業者実感度

e

客観指標評価において、「市政に関心
がない」と回答した人が多かったた
め。今後は情報提供の方法を再検討
する必要がある。

ｄｂ

↑
１（市民）と２（客観）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

ｄ

ｂ ｂ

ｂ

事　業　者

↑
２（客観）と３（行政）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

客観指標評価において、「市政に関心
がない」と回答した人が多かったた
め。今後は情報提供の方法を再検討
する必要がある。

ｃ２　客観指標評価

総合評価　（主担当課の内部評価） Ｂ Ｂ

-

ｂ

市政への市民の理解と関心を高めるとと
もに、市政に市民の意見を反映させるた
め、タウンミーティングなど市民と行政が
直接対話できる機会づくりに努めます。

取組項目 事業名

H23 H24

ｄ

ｃ

-

ｂ

Ｂ

ｄ

ｂ

ｄ

市民参画と協働によるまちづくりを推進す
るため、庁内における職員の意識の高揚
を図ります。

関係各課とのネットワーク構築 関係各課が主催する市民向け事業開催時に、事
業主旨に合致した活動を行う登録団体への働きか
けを行うなど、市民と行政の協働の促進に向けて
庁内の横断的なネットワークを構築する。
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1

1

2

１　目指す姿の進捗度

設問①

件数 比率 件数 比率

18 3.6% 4.3% 4.3 3.1% 3.1 1 1.6% 1.9%

122 24.4% 29.5% 22.1 25.1% 18.8 13 20.6% 24.5%

170 34.0% 41.1% 20.5 40.9% 20.5 16 25.4% 30.2%

65 13.0% 15.7% 3.9 17.1% 4.3 10 15.9% 18.9%

39 7.8% 9.4% 0.0 13.8% 0.0 13 20.6% 24.5%

65 13.0% 10 15.9%

21 4.2% 0 0.0%

500 100.0% 63 100.0%

414 100.0% 50.9 100.0% 46.7 53 100.0%

2 ｃ 2 ｃ 1 ｄ

設問②

件数 比率 件数 比率

23 4.3% 5.1% 5.1 4.4% 4.4 2 3.2% 3.6%

118 22.0% 25.9% 19.5 30.8% 23.1 10 15.9% 17.9%

226 42.1% 49.7% 24.8 35.8% 17.9 26 41.3% 46.4%

59 11.0% 13.0% 3.2 17.3% 4.3 6 9.5% 10.7%

29 5.4% 6.4% 0.0 11.7% 0.0 12 19.0% 21.4%

55 10.2% 7 11.1%

27 5.0% 0 0.0%

537 100.0% 63 100.0%

455 100.0% 52.6 100.0% 49.7 56 100.0%

2 ｃ 2 ｃ 1 ｄ

2.0 ｃ 2.0 ｃ 1.0 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

42.9

総数

有効回答数

評価②

市民実感度評価

有効回答数

評価②

回答 得点評価

評価①

そう思わない

わからない

回答 得点評価 前回得点評価

そう思わない

15.1

どちらかというとそう思わない

0.0

わからない

どちらかというとそう思う

23.2

13.4

回答

総数

有効回答数

評価①

市が発信している情報を市民が有効に活用している。

2.7

無回答

総数

有効回答数

3.6そう思う

無回答

40.1

得点評価

無回答

わからない

そう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わないそう思わない

どちらとも言えない

0.0

まちづくりの目標

施策の大綱

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

まちづくりにおける市民の参画と協働

得点評価前回得点評価

市民が知りたい地域や市の情報を早く・簡単・正確に入手している。

１－１　市民実感度評価

回答

どちらかというとそう思わない

情報提供・情報公開

目指す姿
①市民が知りたい地域や市の情報を早く・簡単・正確に手に入っている。
②市が発信している情報を市民が有効に活用している。

そう思う 1.9

18.4

4.7

基本施策

１－２　事業者実感度評価

無回答

わからない

総数

事業者実感度評価
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２－１　指標評価

№

担当課

担当課

［評価基準］　達成度①：「増加目標」・達成度②：「減少目標」　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

３－１　市民の役割分担状況 ３－３　事業者の役割分担状況

件数 比率 件数 比率

13 2.6% 2.7% 16 25.4% 25.8%

61 12.2% 12.7% 28 44.4% 45.2%

161 32.2% 33.5% 8 12.7% 12.9%

168 33.6% 35.0% 8 12.7% 12.9%

77 15.4% 16.0% 2 3.2% 3.2%

20 4.0% 1 1.6%

500 100.0% 63 100.0%

480 100.0% 62 100.0%

1 ｄ 3 ｂ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

評価評価

3.2

H24

1,118,401

調査サイクル

＜外的要因の有無：□有　□無＞

計画当初値 直近値

50.8

目指す値

評価達成度①

指標の把握方法（数値の出所）

H25

1,157,000

トップページへのアクセスログ

H24年度設定目標
H24年度客観目標

H20

1,100,000

直近値

1,160,072

毎月

目指す値

ａ

達成度①

127%

H24

評価

総務
課 ａ

２年調査サイクル

303%

指標の把握方法（数値の出所）
目標設定
パターン

＜外的要因の有無：□有　□無＞
pC 目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

有効回答数 37.8 有効回答数

総数

無回答 無回答

全く取り組んでいない 0.0 全く取り組んでいない 0.0

33.9

アウトカム

［目標設定パターン］　pA：生駒のありたい姿を示す理想的な水準として設定、pB：国県の目標等に合わせて設定、pC：全国平均水準にあわせて設定、
　　　　　　　　　　　　　　pD：過去のトレンド等を踏まえた実現可能な努力目標として設定

H18 H25

市民満足度調査

45.0

客観指標評価 ａ

2

あまり取り組んでいない 8.8 あまり取り組んでいない

H24年度客観目標

取り組んでいる取り組んでいる

参考指標

回答

設問
広報紙などを通じて市政に関心を持ち、積極的に行事や市政に参加し
ている。

参考指標

41.37

44.5

平成18年度に実施した「まちづくりに関
するアンケート調査」における一般市民
の情報公開（地域情報提供）の満足度
で、満足=100点、やや満足=75点、普
通=50点、やや不満=25点、不満=0点と
して点数化。
平成25年度には平成8年度に実施した
アンケート調査時の水準を目指しま
す。

指標区分

アウトプット

情報公開（地
域情報提供）
の満足度（点）

2.7

設問

得点評価 回答

個人情報等の情報管理を徹底している。

得点評価

25.8十分取り組んでいる 十分取り組んでいる

情報
政策
課

1 ホームページ
へのアクセス
件数（件）

指標区分

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

目標設定
パターン

指標名 この指標について

pA

生駒市公式ホームページのトップペー
ジへの年間アクセス件数。
より多く、分かりやすい情報発信に努
め、平成25年度で現状の2割程度の増
加を目指します。

964,003

計画当初値

指標の動向

6.5

69.4

総数

9.5

少し取り組んでいる 16.8 少し取り組んでいる

964,003

1,075,503
1,083,740

1,160,072

1,100,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25

50.8

41.37

49.3

36

38

40

42

44

46

48

50

52

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
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３－２　地域活動等の役割分担

評価

ｂ

［評価基準］　ａ：十分取り組んでいる　ｂ：取り組んでいる　ｃ：少し取り組んでいる　ｄ：あまり取り組んでいない　ｅ：全く取り組んでいない

３－４　行政の役割分担

（１）市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

11
23

ｂ その他 広報広
聴課

ｂ

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

広報広
聴課

広報広
聴課

広報広
聴課

13 総務課

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

11

運用状況の公表

市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組状況

事業内容
行政以外の
主体の役割

市政に関して関
心を持ち、善良
な監視の目で
もって参画、協
働を果たす

・情報公開制度及び個人情報保護制度についての運用状況をホームページに
掲載し、市民の皆さんの啓発につとめた。<総務課：ａ>
・生駒市情報公開及び個人情報審査会及び生駒市情報公開及び個人情報保
護運営審議会の審議内容（会議録及び答申）についてホームページに掲載
し、周知を図った。<総務課：ａ>
・ご意見・お問い合わせシステムにより、手軽に意見を述べることが出来る。<
情報政策課：ｂ>
・自治会の協力のもと広報紙を配布している。<広報広聴課：ｂ>
・声の広報と点字広報を作成し、聴覚障碍者や視覚障碍者への広報に努めて
いる。<広報広聴課：ｂ>

取組項目

役割項目

具体的内容
今年度末の
目標水準

・ボランティアによるパソコン講習や支援サービスを提供する。
・インターネットが利用できない人への支援として、回覧等による情報
の周知・共有を図る。
・市の広報活動に協力する。
・知りたい情報のニーズを行政に伝える。

事業名

役割分担状況

市政広報番組「ラブリータ
ウンいこま」の制作・放映

県下各市情報提供番組
「いきいきまちだより」の
制作・放映

情報公開及び個人情報保護についての
運用状況を広報やホームページに掲載し
啓発につとめる。

未達成の理由

　まちの将来を見据えた
情報誌となるような特集
を独自に企画し、掲載を
継続している。
　平成24年9月から毎月
1回たけモニを利用して
広報紙に関するアンケー
トを実施し、多くの市民
の皆さんからの意見を紙
面に反映させることがで
きた。
　平成24年12月に毎日
新聞社主催の近畿市町
村広報紙コンクールで優
秀賞を受賞し高い評価を
得た。

行政以外の
主体の役割

（市民）
広報紙などを通
じて市政に関心
を持ち、積極的
に行事や市政に
参加する。知り
たい情報のニー
ズを行政に伝え
る。
（地域活動等、
事業者）
市の広報活動
に協力する。

市内で活躍する
人や団体を広報
紙に取り上げる
ことによって、そ
の活動が広がっ
たり、支援の輪
が大きくなった
り、元気づけら
れたりといった
何かアクション
がおこる、おこせ
るようなきっかけ
となる広報紙を
目指す。

達成状況

事業名

毎月の広報紙
(15日号)に、まち
の将来を見据え
た情報誌となる
ような特集を独
自に企画し、掲
載する。
連載ものについ
てもモニター等
をはじめとする
市民の意見を反
映させ、よりメッ
セージ性の高い
ものへ改変す
る。

取組項目 進捗上の課題

・市民が必要と
している情報を
的確に把握し、
多様な媒体を活
用しながら、積
極的に地域や
市政の情報を発
信、提供しま
す。
・インターネット
が利用できない
人に配慮し、そ
れ以外の多様
な媒体による情
報提供やサービ
ス手法を並行的
に運用します。

広報紙を「明日
につながる広報
紙」にする

「広報いこま」の発行

（市民）市政に
関心をもつ

毎月2本制作。1日と15日に更新。ＫＣＮで
午前10時と午後10時からの2回、15分番
組として放映。市ホームページへの掲載。

（市民）広報紙
に掲載する情報
を有効に活用
し、行事や市政
に参加する。

奈良テレビ放送にて、毎週金曜日午後6時
30分からのコーナーにて各市の情報を放
送

（市民）市政に
関心をもつ

毎月2回、お知らせ記事を掲載したお知ら
せ版を1日に、お知らせ記事に加え特集記
事や連載記事を掲載した本紙号を15日に
発行。公共施設や一部の銀行、駅に設置
するとともに、自治会を通じて配布。市
ホームページへの掲載。

情報公開制度についてわかりやすく啓発・
ＰＲを行います。

市民が必要としている情報を的確に把握
し、多様な媒体を活用しながら、積極的に
地域や市政の情報を発信、提供します。
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（２）行政が主体的に実施する取組状況

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

ｂ 指標 情報政
策課

ｂ 実施計
画

情報政
策課

22 ｂ その他 情報政
策課

11
23

ｂ その他 広報広
聴課

23 ｂ その他 広報広
聴課

ｂ

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

21 情報政
策課

Webアクセシビリティ、ユーザビリティに配
慮しながら、使いやすく役立つWebサービ
スの充実を図ります。

映像による市政
情報の発信

情報セキュリ
ティ対策の実施

進捗上の課題取組項目

「ラブリータウンいこま」「いきいき
まちだより」によって市政情報を広
く提供する。

事業名

21

各種お知らせやイベント情報をリ
アルタイムに外国人へ情報提供す
る。また、災害時等の緊急情報に
も対応する。

情報セキュリティ対策の評価・見直
しを行い、対策レベルの向上を図
る。

取組項目 具体的内容

全職員を対象にした情
報セキュリティセルフ
チェックを実施し、管理
職及び5級職員研修を
行った。
延5回

今年度末の
目標水準

ホームページの
アクセス件数を
年度末で現状
の3％程度の増
加を目指す。
1,100,000件
（平成25年3月）

達成状況

全職員を対象に
した第2回情報
セキュリティセル
フチェックを実施
する。
（平成24年12
月）
分析結果に基
づく職員研修を
実施する。
（平成25年2月）

ホームページへのアクセ
ス件数は、目標を超えた
件数になった。
(H25.3末現在　1,160,072
件)

自動翻訳システムの
サービス提供会社を選
択し、現行ホームページ
の調整及びリリースを
行った。(H24.11)

未達成の理由

「ラブリータウンいこま」２
４本放映「いきいきまちだ
より」１８本放映し、共に
計画通り進められた。
「ラブリータウンいこま」
については、広報連動企
画や「僕の私の小学校」
の新企画を実施した。

事業内容

掲載情報が多いため、目
指す情報の検索が容易
になる工夫が必要

行政が主体的に実施する取組状況

事業名

インターネットが
利用できない人
に配慮し、それ
以外の多様な
媒体による情報
提供やサービス
手法を並行的に
運用します。

広報紙を「明日
につながる広報
紙」にする

　まちの将来を見据えた
情報誌となるような特集
を独自に企画し、掲載を
継続している。
　平成24年9月から毎月
1回たけモニを利用して
広報紙に関するアンケー
トを実施し、多くの市民
の皆さんからの意見を紙
面に反映させることがで
きた。
　平成24年12月に毎日
新聞社主催の近畿市町
村広報紙コンクールで優
秀賞を受賞し高い評価を
得た。

毎月の広報紙
(15日号)に、ま
ちの将来を見据
えた情報誌とな
るような特集を
独自に企画し、
掲載する。
連載ものについ
てもモニター等
をはじめとする
市民の意見を反
映させ、よりメッ
セージ性の高い
ものへ改変す
る。

市内で活躍する人や団体を広報
紙に取り上げることによって、その
活動が広がったり、支援の輪が大
きくなったり、元気づけられたりと
いった何かアクションがおこる、お
こせるようなきっかけとなる広報紙
を目指す。

「ラブリータウン
いこま」24本、
「いきいきまちだ
より」18本の制
作・放映（H25年
3月）

ホームページの運用管理 生駒市公式ホームページ及び携帯電話用公式
ホームページについて、情報の掲載や調整、シス
テムの運用管理等、ホームページに関する運用管
理全般を行う。
（Ｈ２２）いこまっぷシステム変更など
（Ｈ２３）市長ブログ変更、Ｇｏｏｇｌｅ検索変更など

・市民が必要と
している情報を
的確に把握し、
多様な媒体を活
用しながら、積
極的に地域や
市政の情報を発
信、提供しま
す。
・インターネット
が利用できない
人に配慮し、そ
れ以外の多様
な媒体による情
報提供やサービ
ス手法を並行的
に運用します。

自動翻訳システ
ムを導入する。
（3ヶ国語（英
語、中国語（簡
体字）、韓国語）
に対応）
（平成24年9月）

Webアクセシビリ
ティ、ユーザビリ
ティに配慮しな
がら、使いやす
く役立つWeb
サービスの充実
を図ります。

個人情報保護と
情報セキュリ
ティを徹底しま
す。

Webアクセシビリティ、ユーザビリ
ティに配慮しながら、使いやすく役
立つWebサービスの充実を図る。
ホームページの運用については、
より多く、分かりやすい情報発信に
努める。

外国語版ホーム
ページの自動翻
訳

ホームページの
運用管理
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22 情報政
策課

広報広
聴課

広報広
聴課

広報広
聴課

24 広報広
聴課

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

４　総合評価

［評価基準］　Ａ：目標が十分に達成されている　Ｂ：目標がかなり達成されている　Ｃ：目標がそこそこ達成されている　Ｄ：目標があまり達成されていない　Ｅ：目標が達成されていない

５　総合計画審議会の意見

ｂ

ａ

ｂ

事業者実感度 － ｄ

ｂ

ｂ

H22

進捗状況の内部評価
についての意見

ｄ

ｂ

ｂａ ｂ

23 インターネットが利用できない人に配慮
し、それ以外の多様な媒体による情報提
供やサービス手法を並行的に運用しま
す。

総合評価　（主担当課の内部評価）

市　　　　民 ｂ

１　目指す姿の進捗度
市民実感度 ｃ

地域活動等

↑
２（客観）と３（行政）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

終評価

C Ｃ Ｂ

前年度
終評価

現状の課題と今後の取組
（内部評価がD以下の場合記入）

内部評価を変更した場合の理由

今後の取組についての意見

事　業　者

行　政
主体的な取組

支援する取組 ａ

３　役割分担
　　状況

ｄ

ｂ

ｂ

Ｂ

↑
１（市民）と２（客観）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

市から多種多様な情報発信がある
が、市民・事業者のニーズとの間にか
い離がある。

ａａ２　客観指標評価 ａ

市民や事業者が知りたい情報に容易
にたどり着きにくい。

ｃ

ｄ

H23 H24

ｃ

セキュリティの確保のため
のネットワークやシステム
が複雑になってきており、
職員の負担が増大

情報システムや情報ネットワークの安全・安定稼働
を図るべく、各種対策を行いスムーズな運用管理
を行う。

個人情報保護と情報セキュリティを徹底し
ます。

毎月2回、お知らせ記事を掲載したお知らせ版を1
日に、お知らせ記事に加え特集記事や連載記事を
掲載した本紙号を15日に発行。公共施設や一部の
銀行、駅に設置するとともに、自治会を通じて配
布。市ホームページへの掲載。

「広報いこま」の発行

情報セキュリティ対策の実施

県下各市情報提供番組「いきいき
まちだより」の制作・放映

奈良テレビ放送にて、毎週金曜日午後6時30分か
らのコーナーにて各市の情報を放送

市政広報番組「ラブリータウンいこ
ま」の制作・放映

毎月2本制作。1日と15日に更新。ＫＣＮで午前10
時と午後10時からの2回、15分番組として放映。市
ホームページへの掲載。

広報モニターの設置やアンケート調査を
行いながら市民のニーズを把握し、広報
機能の充実を図ります。

広報モニターを設置して意見の把握に努めた。 広報モニターは21年度か
ら欠員が続き、平均年齢
も高く（23年度は71歳）、メ
ンバーも固定されてきて
いるため広報についての
意見は発行のたびにたけ
モニを使って聞き、よりよ
い広報紙を目指す。
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1

2

1

１－１　市民満足度評価 １－２　事業者満足度評価

設問①

件数 比率 件数 比率

9 1.7% 2.2% 2.2 3.0% 3.0 2 2.9% 3.7%

133 25.2% 32.8% 24.6 26.7% 20.0 17 24.6% 31.5%

183 34.7% 45.1% 22.5 45.1% 22.6 26 37.7% 48.1%

59 11.2% 14.5% 3.6 14.3% 3.6 5 7.2% 9.3%

22 4.2% 5.4% 0.0 10.9% 0.0 4 5.8% 7.4%

101 19.1% 13 18.8%

21 4.0% 2 2.9%

528 100.0% 69 100.0%

406 100.0% 53.0 100.0% 49.2 54 100.0%

2 ｃ 2 ｃ 2 ｃ

2.0 ｃ 2.0 ｃ 2.0 ｃ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

２－１　指標評価

№

担当課

担当課

わからない

市民実感度評価 事業者実感度評価

評価① 評価①

53.7

無回答 無回答

総数

有効回答数 有効回答数

総数

わからない

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない 2.3

そう思わない そう思わない 0.0

得点評価 前回得点評価 回答 得点評価

そう思う そう思う 3.7

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う 23.6

どちらとも言えない どちらとも言えない 24.1

指標の把握方法（数値の出所）

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由pA

H25

H21

H24年度客観目標

70

目指す値

1年1回

68

調査サイクル

＜外的要因の有無：■有　□無＞
自治会加入世帯数は増加しているものの、住民基本台帳の世帯数の増加の方が上回った。

達成度①

達成度①

目標設定
パターン

ｅ

評価

65

49

121%
64.8

pA

目標設定
パターン

アウトカム

指標の把握方法（数値の出所）

自治会加入世帯数／総世帯数（住民
基本台帳登録世帯数＋外国人登録世
帯数）
平成30年度には過去10年間で も加
入率の高かった時（平成15年度）の水
準を、平成25年度はその中間値の水
準を目指します。

指標区分

自治会加入率
（％）

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

参考

地域の連帯感や助け合いの意識が高まるとともに、市民活動団体が様々な分野で活動を行なっている。目指す姿

指標の動向指標名

地域の連帯感や助け合いの意識が高まるとともに、市民活動団体が様々な分野で活動を行なっている。

この指標について

１－１　市民実感度評価 １－２　事業者実感度評価

回答

指標区分

市民活動推進
センターらら
ポート登録者
団体数（団体）

81.38

1

H25H24

-129%

評価

アウトカム

市民活動推進センターららポートに登
録している市民公益活動を行う団体
数。
同センターは市民公益活動の情報発
信施設であり、同センターの運営や市
民活動に対する啓発などの取組を通じ
て、公益活動を行う登録団体の増加を
目指します。

参考

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

地域活動・市民活動の活性化

地域活動・市民活動

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

86.00

計画当初値 直近値

自治会世帯数報告

85.41

H24

83.65

直近値計画当初値 目指す値

H21

ａ

随時調査サイクル

＜外的要因の有無：□有　□無＞

市民
活動
推進
課（市
民活
動推
進セン
ター）

H24年度設定目標
H24年度客観目標

市民
活動
推進
課

2

市民活動推進センター登録団体数

81.38
83.65 82.75

81.94

70

75

80

85

90

H21 H22 H23 H24 H25

49

56 58
68

65

0

20

40

60

80

H21 H22 H23 H24 H25
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担当課

［評価基準］　達成度①：「増加目標」・達成度②：「減少目標」　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

３－１　市民の役割分担状況 ３－３　事業者の役割分担状況

件数 比率 件数 比率

55 10.2% 10.8% 5 7.2% 7.6%

138 25.7% 27.0% 18 26.1% 27.3%

180 33.5% 35.2% 19 27.5% 28.8%

84 15.6% 16.4% 18 26.1% 27.3%

54 10.1% 10.6% 6 8.7% 9.1%

26 4.8% 3 4.3%

537 100.0% 69 100.0%

511 100.0% 66 100.0%

2 ｃ 2 ｃ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

３－２　地域活動等の役割分担

評価

ｂ

［評価基準］　ａ：十分取り組んでいる　ｂ：取り組んでいる　ｃ：少し取り組んでいる　ｄ：あまり取り組んでいない　ｅ：全く取り組んでいない

役割項目

取り組んでいる 20.3 取り組んでいる

あまり取り組んでいない 4.1

0.0

総数

全く取り組んでいない

無回答

少し取り組んでいる 17.6 少し取り組んでいる 14.4

十分取り組んでいる 10.8 十分取り組んでいる

設問
隣近所とのつながりを大切にし、地域活動（自治会活動など）にも積極
的に参加している。

地域の行事、協議会に参加し、住民と協力している。

回答 得点評価 回答

設問

目標設定
パターン

指標の把握方法（数値の出所）

参考

市民公益活動
センターらら
ポートの登録
者数（人）

市民活動推進センターららポートに登録し
ている市民公益活動を行う団体の登録者
数（市内在住在勤者）。
同センターは市民公益活動の情報発信施
設であり、同センターの運営や市民活動に
対する啓発などの取組を通じて、公益活動
を行う登録者数の増加を目指します。

指標区分

1,367

2,000

計画当初値

H24年度設定目標
H24年度客観目標

H21

［目標設定パターン］　pA：生駒のありたい姿を示す理想的な水準として設定、pB：国県の目標等に合わせて設定、pC：全国平均水準にあわせて設定、
　　　　　　　　　　　　　　pD：過去のトレンド等を踏まえた実現可能な努力目標として設定

＜外的要因の有無：□有　□無＞
目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

1,617

pA

アウトカム

市民
活動
推進
課（市
民活
動推
進セン
ター）

ｂ

ａ293%

達成度①

目指す値

1,700

H25H24

評価

・自治会等を中心に、地域での行事、催し物を開催するなど、地域で
の連帯感を高める。
・自分達のまちのことは、自分達で決めて行動するために市民自治協
議会を設置し、安全、安心、防犯、防災などの地域の課題
解決に取り組む。
[ボランティア・ＮＰＯ]
・まちづくり活動へ積極的に参加する。

・自治会活動に対する補助金（自治振興補助金）を交付。自治会は、地域での
催し、環境、防犯、防災などの活動を実施。
・自治連合会を中心に市民自治協議会の設立に向けた検討を行っており、壱
分小学校・生駒南小学校の２校区でプラットホームを立ち上げ、活動を開始し
ている。

無回答

52.7 有効回答数

総数

6.8

全く取り組んでいない

7.6

0.0

20.5

49.2有効回答数

評価 評価

随時

役割分担状況

調査サイクル

直近値

2,100

得点評価

あまり取り組んでいない

3

客観指標評価

市民活動推進センター登録団体申請書類

2,100

1,367

1,834

1,950

2,000

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

H21 H22 H23 H24 H25
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３－４　行政の役割分担

（１）市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

13 ｃ 指標 市民活
動推進
課

14 ａ 指標 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

16 ｃ 実施計
画

市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

17 ｃ 実施計
画

市民活
動推進
課

ｃ

ボランティア、NPO法人
の登録数
68団体
総登録者数
2,100人

（ＮＰＯ）支援対
象事業となる事
業の提案を行
う。
（市民）支援対
象事業の中から
支援したい団体
を選択し届出を
行う。

事業名 達成状況

ボランティア、
NPO法人の登
録数
65団体
総登録者数
2,000人

制度登録団体
50団体
市民の届出率
10％以上

（登録団体）市
民に向けて団体
の活動の紹介を
行う「団体情報
発信スペース」
への展示及び
管理。登録団体
の有志からなる
「市民活動登録
団体代表委員
会」において協
働事業の企画
運営及びらら
ポート使用につ
いて協議を行
う。

加入率は、毎年
減少傾向にある
が、総世帯数と
しては、増加し
ていることから、
加入率として
は、現状維持を
目標とする。

各自治会、自治
連合会等で、住
みよい地域づく
りのため、様々
な活動を行う。

・自治会加入率は、
81.38％。
　ほぼ横ばいであるが、
実質自治会加入世帯数
は、363増加している。

・制度登録団体、昨年度
2団体増の27団体に対し
て支援金交付額の確定
を行った。
・届出率は、昨年度0.3％
減の6.71％
・確定額3,495,618円
・登録団体数及び届出
率の向上のため11月17
日、「合同ミーティング」
を支援対象登録団体と
合同で開催し、制度のＰ
Ｒ方法について意見交
換を行い、翌年度に向け
て周知方法を検討した。

自治会加入世帯数は増加
しているが、分母となる住
民票総世帯数も同様に増
加しているためほぼ横ば
いとなっている。自治連合
会と協力し、３開発地にお
いて新規自治会加入、新
規自治会設立について、
開発業者、地域住民と協
議を行い、自治会加入、
自治会設立が行われるこ
ととなったが、既存の大規
模マンションの一部の未
加入が影響していると考
えられる。

24年度は、団体の申請期
間を昨年度より長く約1ヶ
月とし時期も早め、十分な
制度周知期間を設定し
た。
また、市民の選択開始と
併せてシンポジウムの開
催や、市内６ヶ所の公共
施設にて「支援制度ギャラ
リー」の開催、さらに、支
援制度の愛称を公募する
など制度の周知に努めて
きたが、目標は達成でき
なかった。このことは、市
民への周知が課題である
と考え、市民活動団体と
協働による制度の周知を
行う。

今年度末の
目標水準

行政以外の
主体の役割

具体的内容

地域コミュニティ
活動の基盤組
織である自治会
に対し、その活
動に対する支援
や、活動拠点で
ある集会所の整
備に対する支援
を行います。

自治会加入率
の向上

自治連合会と連
携し、未加入世
帯への勧誘の方
法等を検討す
る。

未達成の理由取組項目

「市民活動推進
センターらら
ポート」を運営
し、ボランティア
やＮＰＯなどの
活動や情報発
信を支援しま
す。

市民公益活動
の支援と情報発
信

市民活動推進セ
ンターららポート
を市民と市民、
市民と行政との
協働推進の拠点
施設として、利
用の支援及び情
報発信を行う。

市民自治協議
会の設立

自治会やボラン
ティア、ＮＰＯな
ど各主体の活動
の発展と連携を
推進するため、
概ね小学校区
単位のエリアを
基本として、こ
れらの多様な主
体で構成される
市民自治協議
会の設置を促進
するとともに、そ
の活動を支援し
ます。

・壱分小学校区、生駒南
小・南第二小、鹿ノ台小
学校区において、市民自
治協議会を視野に入れ
た設立準備会が立ち上
り、市民自治協議会の設
立に向け、地域の諸団
体の代表と協議を進め
ている。
・市民自治推進委員会に
おいて、生駒市版の市民
自治協議会の設立に向
けての手引書となるハン
ドブックの検討を進めて
いる。
・市民自治協議会を目指
した活動団体への補助
金交付要綱を策定中。

　行政主導で、設立できる
ものでなく、地域課題の抽
出や、まちづくりへの市民
意識の高まりが必要であ
るため

市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組状況

市民自治協議
会の設立　1箇
所以上

自治会等の各
種団体が、主体
となって市民自
治協議会の設
立に向けて取り
組む。
地域の課題を把
握し、各種団体
間で協力し協議
を進める。

一定のまとまり
のある地域で、
地域のいろいろ
な課題の解決や
住みよいまちづ
くりに向けて、地
域のことは地域
で考え市民自ら
が行動していく
組織として市民
自治協議会の設
立を支援する。

市民が主体的
に行う公益的な
まちづくり活動
の支援を充実し
ます。

環境、子育て、
青少年の健全育
成、福祉など、
様々な分野で活
動している市民
活動団体を18歳
以上の市民が一
定額の支援額を
もって支援する
制度。

市民が選択する
市民活動団体
支援制度の運
用
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Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

11 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

12 市民活
動推進
課

13 市民活
動推進
課

14 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

15 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

（２）行政が主体的に実施する取組状況

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

21 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

22 市民活
動推進
課

23 市民活
動推進
課（市
民活動
推進セ
ンター）

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

進捗上の課題

進捗上の課題

本市との協働を推進し、住民の手による
生活環境の整備等住み良い地域社会づく
りに寄与している自治会に対し、自治振興
補助金を交付する。住民の自治会活動を
奨励し、住民の生活の安定に寄与するた
め、集会所の新築、増築、改築又は改修
を行った自治会に対し、地区集会所補助
金を交付する。

行政以外の
主体の役割

（市民）講座へ
の参加。受講者
アンケートへの
回答。
（登録団体）「ら
らだより」や「情
報メールサービ
ス」への団体情
報の寄稿。

各自治会で、自
治会未加入世
帯への勧誘を行
う。

各自治会、自治
連合会等で、住
みよい地域づく
りのため、様々
な活動を行う。

生駒市に転入される方へ、自治会加入の
チラシを市民課窓口で配布する。
開発事前協議時に開発業者に自治会加
入への働きかけを行う。

事業内容

情報紙「ららだより」の発行（隔月）：事業
の案内や登録団体・活動されている方の
紹介。
入門講座開催：活動に興味ある方々が自
分の目的を持ち、実際の行動へ移行する
ための講座。

市民公益活動促進に向け、個別ケースに対応して
実施
①活動相談：活動を希望側及び活動を求める側の
ニーズ把握によるマッチング、コーディネート
②情報検索支援：助成金情報や専門相談に関す
る情報入手方法の支援
③協働相談：行政等との協働事業にかかる提出書
類、プレゼン等の相談

いこまどんどこまつり実行委員会への補助を行
い、市民各種団体との協働によりまつりを実施す
る。

情報収集提供事業

市民交流事業の実施

地域コミュニティ活動の基盤組織である自
治会に対し、その活動に対する支援や、
活動拠点である集会所の整備に対する支
援を行います。

「市民活動推進センターららポート」を運営
し、ボランティアやＮＰＯなどの活動や情報
発信を支援します。

自治振興補助金、地区集
会所補助金の交付

市民との協働の機会作り

組織開発講座「組織活力
アップ講座」

取組項目

広報紙等による啓発を充実し、自治会未
加入者への加入促進を図ります。

地域コミュニティへの意識の向上や、市民
の様々な活動への参加を促すきっかけづ
くりに努めます。

事業名

自治会加入促進

情報収集提供事業及び
公益活動入門講座の開
催

各種の講座などを通じてボランティアや
リーダーの育成を図ります。

市民公益活動に関する情報を収集し提供
する。登録団体のレターケースを設置し、
団体間相互及び団体とららポートの情報
交流促進を図る。ららポート2階に、情報
交流スペースを設置し、市民に向けた情
報発信を行う。

組織の継続や活性化を目的とした講座を
開催。講師にNPOで活動する方を積極的
に登用し、ロールモデル提示の場としても
位置づける。

ボランティアに関わる庁内体制の連携強
化と情報共有を図ります。

取組項目 事業名

いこまどんどこまつりの開催を通して、市
民間の交流を促進します。

事業内容

（登録団体）「ら
らだより」や「情
報メールサービ
ス」への団体情
報の寄稿。「らら
だより」活動紹
介者ｲﾝﾀﾋﾞｭｰｺｰ
ﾅｰへの登場。

関係各課が主催する市民向け事業開催時に、事
業主旨に合致した活動を行う登録団体の紹介パネ
ルの展示や一時保育担当ボランティアの調整を行
うなど、市民と行政の協働の機会を作る

市民公益活動に関する相談事業「市民活動推進センターららポート」による
コーディネート機能の強化を図ります。

（市民）講座へ
の参加。受講者
アンケートへの
回答。
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４　総合評価

［評価基準］　Ａ：目標が十分に達成されている　Ｂ：目標がかなり達成されている　Ｃ：目標がそこそこ達成されている　Ｄ：目標があまり達成されていない　Ｅ：目標が達成されていない

５　総合計画審議会の意見

内部評価を変更した場合の理由 終評価

今後の取組についての意見

↑
１（市民）と２（客観）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

前年度
終評価

Ｂ

ｃ

事業者実感度 － ｃ

H23

ｃ

H22 H24

１　目指す姿の進捗度
市民実感度 ｃ ｃ

ｂｂ ｂ２　客観指標評価

↑
２（客観）と３（行政）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

３　役割分担
　　状況

市　　　　民 ｂ ｃ

事　業　者 ｂ ｃ

行　政
支援する取組 ａ

ｃ

地域活動等 ｂ ｂ ｂ

ｃ

ｂ ｃ

主体的な取組 ａ - -

進捗状況の内部評価
についての意見

総合評価　（主担当課の内部評価） Ｂ Ｂ Ｂ

現状の課題と今後の取組
（内部評価がD以下の場合記入）
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1

4

1

１　目指す姿の進捗度

設問①

件数 比率 件数 比率

10 2.0% 2.6% 2.6 2.3% 2.3 1 1.4% 1.8%

76 15.2% 19.5% 14.7 17.9% 13.4 8 11.6% 14.3%

204 40.8% 52.4% 26.2 45.5% 22.8 27 39.1% 48.2%

63 12.6% 16.2% 4.0 18.8% 4.7 7 10.1% 12.5%

36 7.2% 9.3% 0.0 15.5% 0.0 13 18.8% 23.2%

92 18.4% 11 15.9%

19 3.8% 2 2.9%

500 100.0% 69 100.0%

389 100.0% 47.5 100.0% 43.2 56 100.0%

2 ｃ 1 ｄ 1 ｄ

設問②

件数 比率 件数 比率

9 1.7% 3.2% 3.2 2.2% 2.2 0 0.0% 0.0%

39 7.3% 14.0% 10.5 10.5% 7.9 4 5.8% 9.5%

151 28.1% 54.3% 27.2 43.8% 21.9 23 33.3% 54.8%

47 8.8% 16.9% 4.2 21.9% 5.5 9 13.0% 21.4%

32 6.0% 11.5% 0.0 21.6% 0.0 6 8.7% 14.3%

227 42.3% 25 36.2%

32 6.0% 2 2.9%

537 100.0% 69 100.0%

278 100.0% 45.1 100.0% 37.5 42 100.0%

2 ｃ 1 ｄ 1 ｄ

2.0 ｃ 1.0 ｄ 1.0 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

①市民ニーズに基づく行政運営が行われ、市政に対する市民の満足度が高まっている。
②各所属においてマネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）が定着し、総合計画や行政改革大綱アクションプランに掲げる目標が達成されている。

目指す姿

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

健全で効率的な行財政運営の推進

行政経営

市民のニーズに基づく行政運営が行われ、市政に対する市民の満足度が高まっている。

１－１　市民実感度評価 １－２　事業者実感度評価

回答 得点評価 前回得点評価 回答 得点評価

そう思う そう思う 1.8

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う 10.7

どちらとも言えない どちらとも言えない 24.1

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない 3.1

そう思わない そう思わない 0.0

わからない わからない

無回答 無回答

総数 総数

有効回答数 有効回答数 39.7

評価① 評価①

市役所の各部署においてマネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）が定着し、総合計画や行政改革大綱アクションプランに掲げる目標が達成されている。

回答 得点評価 前回得点評価 回答 得点評価

そう思う そう思う 0.0

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う 7.1

どちらとも言えない どちらとも言えない 27.4

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない 5.4

そう思わない そう思わない 0.0

わからない わからない

無回答 無回答

総数 総数

有効回答数 有効回答数 39.9

評価② 評価②

市民実感度評価 事業者実感度評価
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２－１　指標評価

№

担当課

担当課

担当課

［評価基準］　達成度①：「増加目標」・達成度②：「減少目標」　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

２－２　代替指標

■補助指標

№ 主体

［評価基準］　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

２－３　客観指標評価

代替指標評価H24

80

H25

100

進捗

目標

実績

H23

60

54.6 64.0

ｂ

3 総合計画に掲げる「指
標」の達成度（%）

基本計画に設定する全ての指
標の達成率を平均した値。
各指標の達成率の平均が、平
成25年度に100%になることを目
指します。

行政

指標名 この指標について

住民基本台帳・外国人登録台帳

H24年度設定目標
H24年度客観目標 評価

120,624

119,326 121,057

達成度①

計画当初値

［目標設定パターン］　pA：生駒のありたい姿を示す理想的な水準として設定、pB：国県の目標等に合わせて設定、pC：全国平均水準にあわせて設定、
　　　　　　　　　　　　　　pD：過去のトレンド等を踏まえた実現可能な努力目標として設定

目標設定
パターン

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

目指す値を達成した指標数／全ての
指標数。
総合計画の進行管理を適切に実施し、
平成25年度、平成30年度とも100％の
達成率を目指します。

H24

1

企画
政策
課

pＤ

H25

目標設定
パターン

アウトカム

重点指標

総合的な住み
やすさの満足
度（％）

指標区分

2

企画
政策
課

pＤ

目標設定
パターン

アウトカム

参考指標

指標区分

本市の将来人
口[10月1日時
点]（人）

指標の動向

調査サイクル

143%

市民満足度調査

直近値計画当初値

H24年度設定目標
H24年度客観目標

H18

51.1

達成度①

評価

直近値

137%

調査サイクル １年

H24H21

目指す値

pA

企画
政策
課

指標区分

総合計画に掲
げる「目指す
値」の達成率
（％）

3

指標の把握方法（数値の出所） 総合計画進行管理検証シート

H24年度客観目標

指標の把握方法（数値の出所）

121,300

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

住民基本台帳人口＋外国人登録人口
の将来推計値。
総合計画に基づくまちづくりを推進し、
推計どおりの人口を目指します。

＜外的要因の有無：□有　□無＞

121,105

ａ

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由
＜外的要因の有無：□有　□無＞

指標の把握方法（数値の出所）

２年

目指す値

59.0

H25

評価

ａ

100

目指す値

H25

アウトプット

重点指標

計画当初値

H21

0

達成度①

43.7

ｂ

調査サイクル １年

＜外的要因の有無：□有　■無＞
未把握の指標があり、達成率を押し下げている

58%75

客観指標評価　（代替指標に置き換えて平均値を算定） ａ

57.9

57.9

H24

指標名

直近値

この指標について

平成18年度に実施した「まちづくりに関
するアンケート調査」における一般市民
の総合的な住みやすさの満足度で、
「非常に満足」「満足」「やや満足」と回
答した人の割合。
平成30年度には「普通29.5%」と回答し
た人の半数が満足に転じることを目指
し、平成25年度にはその中間値を目指
します。

60.8

60.8

51.1

56.0
57.9

46

48

50

52

54

56

58

60

62

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

121,105120,673

119,326

120,134

121,300

117,000

118,000

119,000

120,000

121,000

122,000

H21 H22 H23 H24 H25

43.7
34.9

0.0

23.8

0

20

40

60

80

100

H21 H22 H23 H24 H25
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３－１　市民の役割分担状況 ３－３　事業者の役割分担状況

件数 比率 件数 比率

6 1.1% 1.2% 2 2.9% 3.1%

34 6.4% 6.7% 9 13.0% 13.8%

99 18.8% 19.6% 22 31.9% 33.8%

157 29.7% 31.1% 23 33.3% 35.4%

209 39.6% 41.4% 9 13.0% 13.8%

23 4.4% 4 5.8%

528 100.0% 69 100.0%

505 100.0% 65 100.0%

0 ｅ 1 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

３－２　地域活動等の役割分担

評価

ｂ

［評価基準］　ａ：十分取り組んでいる　ｂ：取り組んでいる　ｃ：少し取り組んでいる　ｄ：あまり取り組んでいない　ｅ：全く取り組んでいない

３－４　行政の役割分担

（１）市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

ｂ その他 広報広
聴課

未達成の理由
今年度末の
目標水準

行政以外の
主体の役割

達成状況

○要望書の提出状況等
を広報紙で公表（８月合
併号）
○タウンミーティングの
開催結果を広報紙で公
表（９月１日号）
○たけまるモニターのア
ンケート結果を市ＨＰで
公表（随時）
○電子メールの問い合
わせ状況を広報紙で公
表（10月15日号）
○ききみみポストの意見
を広報紙で公表（２月15
日号）

・関係する行政の担当部署とコミュニケーションをとる。
・アンケートやパブリックコメントで意見・要望を述べる。
・活動の経験を活かして施策の提案を行う。

メールや書面、
ききみみポスト
などによる要望・
陳情の処理を確
実にするととも
に、各種アン
ケート結果や要
望等の処理状況
などを定期的に
公表する。

設問 市のアンケートやパブリックコメントで意見・要望を述べている。

全く取り組んでいない

役割項目

(市民）市政に関
心をもつ。たけ
モニやアンケー
トなどで意見・要
望を述べる。

無回答

取組項目 具体的内容事業名

要望等の処理状
況の定期的な
チェック(月2回)
要望等の処理状
況のホームペー
ジや広報紙での
公表
［要望書、お問い
合わせメール、
タウンミーティン
グ、ききみみポ
スト、たけまるモ
ニター、法令遵
守推進制度につ
いて公表、各種
アンケート結果
は、随時公表］

16.9

10.4

8.8

・地域の中心的役割を担う自治会の代表者向けの市政研修会への多数の参加
や行政出前講座への依頼など、市政への理解を深めるための行動が見受けら
れる。<企画政策課：ｂ>
・パブリックコメントにおいても意見・要望をいただいている。<企画政策課：ｂ>
・インターネットや市内公共施設に設置するききみみポストを通じ、市政に関す
る意見や問い合わせをしている。また、たけモニではアンケートに積極的に回答
しており、様々な意見を行政に伝えている。<広報広聴課：ｂ>

39.2

0.0

役割分担状況

11 アンケート調査
など、市民、地
域活動等、事業
者が意見を述べ
られる恒常的な
制度の整備と機
会の増加、周知
を図ります。

広聴業務の充
実

設問
市が実施するアンケートやパブリックコメントで意見・要望を述べてい
る。

十分取り組んでいる 1.2 十分取り組んでいる 3.1

回答 得点評価 回答 得点評価

5.0 取り組んでいる取り組んでいる

9.8 少し取り組んでいる少し取り組んでいる

あまり取り組んでいない 7.8 あまり取り組んでいない

0.0 全く取り組んでいない

無回答

総数

評価 評価

有効回答数 23.8 有効回答数

総数
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ｂ その他 広報広
聴課

12 ｂ 指標 企画政
策課

ｂ

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

11 広報広
聴課

12 企画政
策課

13 企画政
策課

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

事業名 事業内容

4月1日総人口
（住民基本台帳
人口＋外国人登
録人口）＋前年
増加数×1/2⇒
121,300人
（平成24年10月)

（市民）他市にＰ
Ｒする

・10月1日現在で、人口
は、121,105人となってお
り、目標水準よりはやや
少ないものの、人口推計
の目標値は上回った。
・目標人口設定の基礎と
なる、将来人口推計を見
直した。

行政以外の
主体の役割

総合計画に基づ
くまちづくりを推
進し、推計どおり
の本市の将来人
口を目指す。

従来の郵送によるアンケート方法に加え、
リアルタイムに市民ニーズを把握するた
め、インターネットや電子メールを活用し
た事前登録制のモニター制度を運用す
る。

開催テーマや開
催時間などは、
事前に「たけモ
ニ」でアンケート
を実施して決定
する。タウンミー
ティングを年2
回、ティーミー
ティングを年2
回、若者との意
見交換会を年1
回実施（平成25
年3月）

　予定どおりたけまるモ
ニター制度を活用し、
テーマ別に3回開催し
た。
　高山スーパースクール
ゾーン構想についてのタ
ウンミーティングも開催し
た。
　いずれも参加者は100
人を超えた。（昨年度比
約1.5倍）
　ティーミーティングは、
１２月８日に、「子育て支
援のあり方」、１４日に
「防災防犯活動における
行政との協働」などにつ
いて、市内のグループと
意見交換会を実施した。
　若者との意見交換につ
いては、子育て世代（主
に２０代、３０代）との意
見交換を実施した。

総合計画の進捗状況についての情報提
供を行います。

生駒市総合計画審議会
の公開

生駒市総合計画審議会を公開し、開催状
況と計画の進捗状況について、市ホーム
ページに公開している。

（市民）公募委
員へ応募する

（市民）ホーム
ページを閲覧す
る

（市民）市政に
関心をもり、た
けまるモニター
への登録やタウ
ンミーティングへ
の出席に努め
る。

総合計画の進行管理について市民が参
加できる仕組みを構築します。

第５次総合計画の進行管
理

実施計画事業として取組
生駒市総合計画審議会への公募市民の
参加と運営

進捗上の課題

新規登録者のいっそうの拡
大

(市民）たけモニ
に登録し、アン
ケートに回答す
る。

広聴業務の充
実

テーマ別のタウ
ンミーティング、
ティーミーティン
グなどを実施し、
市民から出され
た意見を市政に
反映するととも
に、本市の将来
を担う若者との
意見交換を行
う。

推計どおりの将
来人口の達成

総合計画の進
捗状況について
の情報提供を行
います。

アンケート調査など、市民、地域活動等、
事業者が意見を述べられる恒常的な制度
の整備と機会の増加、周知を図ります。

生駒市たけまるモニター
制度の運用

取組項目
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（２）行政が主体的に実施する取組状況

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

ｂ その他 企画政
策課

ｃ 指標 企画政
策課

ａ 指標 企画政
策課

22 ｂ 実施計
画

企画政
策課

ａ 実施計
画

企画政
策課

今年度末の
目標水準

生駒市総合計画推進市民委員会
において、事務事業の事後評価や
施策レベルの評価により前期基本
計画の基本施策を検証し、実施計
画や予算制度と連動させながら総
合計画の継続的な進行管理を適
切に実施する。

第5次総合計画の前期基本計画
に位置付けた指標の動向を把握
し、進行管理とともに、各施策の基
礎資料とする。

・H23年度末時点での全
指標の平均達成率は
54.3%であった。
・総合計画に基づき、各
施策を実施しており、達
成状況の把握のため、
検証シートの提出を求め
ているところであり、年度
を通じての目標水準の
把握については、現時点
では完了していない。

総合的な住み
やすさの満足度
57.9点

総合的な住み
やすさの満足度

事業名

平成23年度に
おける取組状況
を検証し、平成
25年度 中期実
施計画や予算
に反映する。
(平成25年3月)

総合計画の進
行管理を適切に
実施し、平成25
年度達成率
100％を目指し
て、平成24年度
中においては、
全指標の平均
達成率75%程度
を目指す。【代
替指標の設定】

事務事業の必
要性や成果など
を明確にし、恒
常的に事務事
業の整理・合理
化を図るととも
に、行政内部の
管理業務の効
率化と民間委託
を推進するな
ど、行政改革を
推進します。

行政改革の推
進

平成24～28年度実施期間とする
新たな行政改革大綱の前期行動
計画の着実な実行を図る。
旧大綱の後期アクションプランの
総括を実施する。

前期行動計画
の着実な実行
(平成25年3月)
旧大綱後期アク
ションプランの
総括
(平成24年9月)

・年度中間時点での達成
状況を把握し、新規事業
の取組状況を確認した。
 年度通じての達成状況
を把握するべく、各課に
部の仕事目標（通年）の
提出を求めた。
・旧行政改革大綱後期ア
クションプランの総括を
行い、行政改革推進委
員会の点検を受けるとと
もに、未達成分について
今後の方針を確認した。
（一定の成果以上が得ら
れた割合96.1%）

市民満足度調
査（役割分担を
追加）と新たに
事業者満足度
調査を実施す
る。
（平成24年9月）

・市民3,000人及び事業
者500社を対象に5月15
日～31日にアンケート調
査を実施した。
・回答期限直前に督促状
を送付するなど回収率
向上に努め、回収率は
市民52.1％、事業者
41.8%となった。
　また、統計検定を実施
し、統計結果の有意差を
確認した。
　この結果については、
今後の総合計画進行管
理の資料とする。

附属機関の見直しに伴
い、総合計画推進市民
懇話会として、計10回の
会議を開催し、総合計画
の取組状況についての
意見を聴取したうえで、
検証結果を市で取りまと
め、その結果を実施計画
や予算編成に反映した。
（地域課題解決活動促
進事業の実施、保育園
の充実、ベルテラス生駒
図書室の開設準備　な
ど）

平成24年度を通じての達
成率を図るための検証
シートの提出が、平成25年
7月下旬となるため、年度
末時点の全指標の達成率
は把握できない。
（平成25年7月末に達成率
は判明する）

達成状況 未達成の理由

総合計画に掲
げる「目指す値」
の達成率の向
上

住みやすさの満足度で
「満足」と回答した割合
は60.7%となり、前回の
51.1%から9.6%増加した。

21 事務事業の事
後評価や施策レ
ベルの評価制
度を構築し、実
施計画や予算
制度と連動させ
ながら総合計画
の進行管理を適
切に実施しま
す。

具体的内容取組項目

第5次総合計画
の進行管理の
実施

平成18年度に実施した「まちづくり
に関するアンケート調査」における
一般市民の総合的な住みやすさ
の満足度で、「非常に満足」「満
足」「やや満足」と回答した人の割
合。
平成30年度には「普通29.5%」と回
答した人の半数が満足に転じるこ
とを目指し、平成25年度にはその
中間値を目指します。

23 市民や利用者
のニーズに即し
た行政サービス
を提供するた
め、定期的に満
足度調査を実施
します。

市民満足度調
査の実施

市民や利用者のニーズに即した
行政サービスを提供するとともに、
総合計画の適切な進行管理を行
うため、定期的に満足度調査を実
施する。
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ｂ 実施計
画

企画政
策課

ｂ

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

21 企画政
策課

23 企画政
策課

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

４　総合評価

［評価基準］　Ａ：目標が十分に達成されている　Ｂ：目標がかなり達成されている　Ｃ：目標がそこそこ達成されている　Ｄ：目標があまり達成されていない　Ｅ：目標が達成されていない

５　総合計画審議会の意見

進捗上の課題

行政が主体的に実施する取組状況

取組項目

市民や利用者のニーズに即した行政サー
ビスを提供するため、定期的に満足度調
査を実施します。

生駒市総合計画推進市民委員会
の運営

生駒市総合計画審議会を運営し、委員会での検
証・評価結果をまとめた提言書を基に、ＰＤＣＡサイ
クルマネジメントを推進する。

事務事業の事後評価や施策レベルの評
価制度を構築し、実施計画や予算制度と
連動させながら総合計画の進行管理を適
切に実施します。

市民満足度調査の実施 市民満足度調査を隔年で実施する。
Ｈ１８、Ｈ２２、Ｈ２４

事業名 事業内容

H22 H23 H24

１　目指す姿の進捗度
市民実感度 ｄ ｃ ｃ

事業者実感度 － ｄ ｄ

↑
１（市民）と２（客観）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

指標と市民の実感にズレが生じている
ので、行政運営についての周知が必要
である。

市民満足度評価については、前回調
査時と比べて評価が若干上がってお
り、ある程度の効果はあったと考え
る。しかし、市民への理解を深めるた
めにも、引き続き行政運営について周
知を行う必要がある。

人口は当初の推計値を上回って推移し
ており指標評価は高いものの、市民の
実感までには至っていないため。

ａ ａ２　客観指標評価 ａ

↑
２（客観）と３（行政）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

３　役割分担
　　状況

市　　　　民 ｄ ｅ

事　業　者 ｄ ｄ

ｅ

地域活動等 ｂ ｂ ｂ

ｄ

行　政
支援する取組 ａ ｂ ｂ

主体的な取組 ａ ｂ ｂ

総合評価　（主担当課の内部評価） Ｃ Ｃ Ｃ

現状の課題と今後の取組
（内部評価がD以下の場合記入）

進捗状況の内部評価
についての意見

今後の取組についての意見
前年度
終評価

Ｃ

内部評価を変更した場合の理由 終評価

後期基本計画
策定基礎調査
の実施

後期基本計画の策定のため、実
数と乖離してきている現将来人口
推計フレームの見直しを行う。

将来人口推計フ
レームの見直し
（平成25年3月）

目標人口設定の基礎と
なる、将来人口推計見直
しを行い、ピーク年度と
なる平成３０年度の人口
を123,816人とする新た
な人口推計結果を得た。
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1

4

2

１　目指す姿の進捗度

設問①

件数 比率 件数 比率

20 3.8% 4.5% 4.5 2.9% 2.9 3 4.8% 5.2%

132 25.0% 29.6% 22.2 24.3% 18.2 13 20.6% 22.4%

204 38.6% 45.7% 22.9 45.9% 23.0 22 34.9% 37.9%

56 10.6% 12.6% 3.1 14.5% 3.6 8 12.7% 13.8%

34 6.4% 7.6% 0.0 12.4% 0.0 12 19.0% 20.7%

61 11.6% 5 7.9%

21 4.0% 0 0.0%

528 100.0% 63 100.0%

446 100.0% 52.7 100.0% 47.7 58 100.0%

2 ｃ 2 ｃ 1 ｄ

設問②

件数 比率 件数 比率

15 3.0% 3.6% 3.6 6.0% 6.0 4 6.3% 7.5%

150 30.0% 36.5% 27.4 33.6% 25.2 18 28.6% 34.0%

152 30.4% 37.0% 18.5 30.7% 15.4 14 22.2% 26.4%

57 11.4% 13.9% 3.5 15.4% 3.9 7 11.1% 13.2%

37 7.4% 9.0% 0.0 14.3% 0.0 10 15.9% 18.9%

71 14.2% 10 15.9%

18 3.6% 0 0.0%

500 100.0% 63 100.0%

411 100.0% 53.0 100.0% 50.4 53 100.0%

2 ｃ 2 ｃ 2 ｃ

サービスの向上が図られ、親切、丁寧で質が高く、市民の目線に立ったサービスが提供されている。

１－１　市民実感度評価 １－２　事業者実感度評価

回答 得点評価 前回得点評価 回答 得点評価

市民が主役となってつくる、参画と協働のまちまちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

健全で効率的な行財政運営の推進

行政サービス

①サービスの向上が図られ、親切、丁寧で質が高く、市民の目線に立ったサービスが提供されている。
②公共施設が有効に活用されている。
③市民がインターネットなどの情報通信技術の活用による利便性を実感している。

目指す姿

そう思う そう思う 5.2

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う 16.8

どちらとも言えない どちらとも言えない 19.0

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない 3.4

そう思わない そう思わない 0.0

わからない わからない

無回答 無回答

総数 総数

有効回答数 有効回答数 44.4

評価① 評価①

公共施設が有効に活用されている。

回答 得点評価 前回得点評価 回答 得点評価

そう思う そう思う 7.5

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う 25.5

どちらとも言えない どちらとも言えない 13.2

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない 3.3

そう思わない そう思わない 0.0

わからない わからない

無回答 無回答

総数 総数

有効回答数 有効回答数 49.5

評価② 評価②
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設問③

件数 比率 件数 比率

20 3.7% 5.2% 5.2 4.1% 4.1 2 3.2% 4.1%

107 19.9% 28.0% 21.0 25.1% 18.8 10 15.9% 20.4%

169 31.5% 44.2% 22.1 43.2% 21.6 22 34.9% 44.9%

51 9.5% 13.4% 3.3 14.8% 3.7 5 7.9% 10.2%

35 6.5% 9.2% 0.0 12.8% 0.0 10 15.9% 20.4%

121 22.5% 14 22.2%

34 6.3% 0 0.0%

537 100.0% 63 100.0%

382 100.0% 51.7 100.0% 48.2 49 100.0%

2 ｃ 2 ｃ 1 ｄ

2.0 ｃ 2.0 ｃ 1.3 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

２－１　指標評価

№

担当課

担当課

担当課

［評価基準］　達成度①：「増加目標」・達成度②：「減少目標」　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

pＡ

H24年度客観目標

7.0

H24年度設定目標
H24年度客観目標

計画当初値

8.5

2.7

＜外的要因の有無： □有  □無＞

電子申請システムの利用状況調べ

市が実施する工事や工事の設計業務
等の入札のうち、電子入札を実施する
割合。
電子入札の割合を高めることにより、よ
り一層の競争性の向上と透明性、公平
性の確保を図ります。

目標設定
パターン

電子申請等オ
ンラインサービ
スの利用率
（％）

pA

参考指標

アウトプット

2

情報政
策課

3

契約検
査課

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

アウトプット

「奈良電子自治体共同運営システム」
（電子申請のシステム）の対象事務・対
象施設におけるシステムの利用率。
電子申請できるメニューの拡大や、申込
者へ電子申請できることを周知すること
により、利用率の向上を目指します。

指標区分

電子入札の実
施率（％）

目標設定
パターン

重点指標

指標区分

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

指標の把握方法（数値の出所）

直近値

19.1

H24

-153%

計画当初値

H20

達成度①

24.0

27.2

達成度①

達成度①

100

評価

目指す値

87%

調査サイクル 毎月

100

H24

1年調査サイクル

ａ

H25

125%

＜外的要因の有無： □有　□無＞

82.0

pA

目標設定
パターン

［目標設定パターン］　pA：生駒のありたい姿を示す理想的な水準として設定、pB：国県の目標等に合わせて設定、pC：全国平均水準にあわせて設定、
　　　　　　　　　　　　　　pD：過去のトレンド等を踏まえた実現可能な努力目標として設定

1
目指す値市民課が取り扱う窓口業務に対する市

民サービスコーナーの利用割合。市民
にとって利便性が高いことを示し、過去
の利用率の推移を踏まえ、利用率の向
上を目指します。【公用・郵送含む割合
に変更】

参考指標
ｅ

H24年度客観目標

H25

28.0

市民課

アウトプット

指標名 この指標について

市民サービス
コーナーの利
用率（％）

指標区分

指標の動向

10.0

H20

直近値

評価

１年毎

目指す値

ａ

7.8

調査サイクル指標の把握方法（数値の出所）

H24H20

直近値計画当初値

「年度別証明発行件数」より

＜外的要因の有無：□有　■無＞
本庁外での証明発行業務を、市民サービスコーナーからコンビニ交付へと政策転換したため。
コンビニ交付普及により市民サービスコーナーの利用率が低下する見込み（H25 目指す値→14.0）

H25

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

10.0

評価

指標の把握方法（数値の出所） 電子入札執行数／入札執行数

市民がインターネットなどの情報通信技術の活用による利便性を実感している。

回答 得点評価 前回得点評価 回答 得点評価

4.1

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う 15.3

そう思う そう思う

どちらとも言えない どちらとも言えない 22.4

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない 2.6

そう思わない そう思わない 0.0

わからない わからない

44.4

評価③ 評価③

無回答 無回答

総数 総数

有効回答数 有効回答数

市民実感度評価 事業者実感度評価

19.1

24.0 24.0
22.0

0

5

10

15

20

25

30

H20 H21 H22 H23 H24 H25

2.7 3.8

5.9

7.8

7.0

0

2

4

6

8

10

12

H20 H21 H22 H23 H24 H25

100.0

10.0
19.3

57.0

92.5

0

20

40

60

80

100

H20 H21 H22 H23 H24 H25
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２－２　代替指標

■補助指標

№ 主体 進捗

目標

実績

［評価基準］　達成度　ａ：８０%以上　ｂ：５０%以上８０%未満　ｃ：３０%以上５０%未満　ｄ：０%超３０%未満　ｅ：０%以下

２－３　客観指標評価

３－１　市民の役割分担状況 ３－３　事業者の役割分担状況

件数 比率 件数 比率

22 4.4% 4.6% 3 4.8% 5.1%

68 13.6% 14.3% 9 14.3% 15.3%

114 22.8% 23.9% 11 17.5% 18.6%

136 27.2% 28.6% 22 34.9% 37.3%

136 27.2% 28.6% 14 22.2% 23.7%

24 4.8% 4 0.8%

500 100.0% 63 94.5%

476 100.0% 59 100.0%

1 ｄ 1 ｄ

［評価基準］　得点評価　ａ：７５以上　ｂ：６０以上７５未満　ｃ：４５以上６０未満　ｄ：３０以上４５未満　ｅ：３０未満

【市民・事業者満足度調査　平成２４年５月実施】

３－２　地域活動等の役割分担

評価

ｂ

［評価基準］　ａ：十分取り組んでいる　ｂ：取り組んでいる　ｃ：少し取り組んでいる　ｄ：あまり取り組んでいない　ｅ：全く取り組んでいない

３－４　行政の役割分担

（１）市民・地域活動等・事業者が役割を果たせるよう支援する取組

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

11 市民課

12 広報広
聴課

客観指標評価　（代替指標に置き換えて平均値を算定） ａ

新規登録者のいっそうの
拡大

アンケート等で意見を述べる機会を設け
ます。

生駒市たけまるモニター制
度の運用

・アンケート等で意見を述べる。
・デジタルディバイド(情報格差）への支援として、回覧等による情報の周
知・共有を図る。
・ボランティアによるパソコン講習や支援サービスを提供する。

・コンビニや市民課窓口及び市民サービスコーナーの端末を利用して、住民票、
印鑑登録証明書及び戸籍証明書の交付を受ける。<市民課：ｂ>
・電子申請のためのパソコンの操作講習など、支援サービスを提供した。<情報
政策課：ｂ>

市民サービスコーナー業
務

市民サービスコーナーなど行政サービス
の周知に努めます。

取組項目 事業内容
行政以外の
主体の役割

市民が住民基
本台帳カードを
取得し、コンビニ
や市民課窓口
及び市民サービ
スコーナーの端
末の操作方法を
習得する。

従来の郵送によるアンケート方法に加え、
リアルタイムに市民ニーズを把握するた
め、インターネットや電子メールを活用した
事前登録制のモニター制度を運用する。

(市民）たけモニ
に登録し、アン
ケートに回答す
る。

市民サービスコーナーについて広報、
ホームページに掲載し、窓口にチラシをお
き周知している。

得点評価

十分取り組んでいる

ａ

回答 得点評価 回答

設問

1

公共施設やサービスについて民間事業者の視点から提案している。

コンビニ交付及び窓口
専用端末機での交付
の利用率（％）

住民基本台帳カードを利用した
コンビニ交付及び窓口専用端末
機での交付の利用率の向上を
目指す。

15

H25この指標について

7 11

役割分担状況

行政

進捗上の課題

H24

事業名

9.3

代替指標評価

役割項目

指標名

5.1

9.3

11.4

対象コンビニの拡大

7

H22 H23

有効回答数

14

行政サービスに対する意見をアンケートなどで述べている。 設問

あまり取り組んでいない 7.1 あまり取り組んでいない

取り組んでいる

少し取り組んでいる 12.0 少し取り組んでいる

取り組んでいる 10.7

全く取り組んでいない 0.0 全く取り組んでいない 0.0

35.2

総数 総数

有効回答数 34.5

評価 評価

十分取り組んでいる 4.6

無回答 無回答
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［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

（２）行政が主体的に実施する取組状況

Ａ　部の仕事目標設定事業

取組№ 評価 区分 担当課

24 ｂ 実施計
画

施設管
理課
図書会
館
生涯学
習課

ｂ 指標 情報政
策課

ａ 実施計
画

市民課

ａ 実施計
画

市民課

ｂ 実施計
画

市民課

ｂ 実施計
画

市民課

住民基本台帳
カードの普及

住民基本台帳
ｶｰﾄﾞ交付件数
20,000件（累計）
（平成25年3月
末）

住民基本台帳カードの利用による
証明書発行の促進

法改正により外国人住民を住民基
本台帳法適用対象とするためのシ
ステム改修

住民基本台帳カードの多目的活用
による普及促進

取組項目 事業名

26 ＩＣＴを活用した
業務の効率化と
市民サービスの
向上を図りま
す。

出先機関(市民
サービスコー
ナー)窓口業務
推進事業

住基システム改
修事業

コンビニ交付事
業

今年度末の
目標水準

市内6ヶ所の市
民ｻｰﾋﾞｽｺｰﾅｰ
(ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰを
除く)に設置
（平成24年6月
上旬）

平成24年6月1日設置

公共施設の市
民サービスの向
上と経費の削減
を図るため、民
間による指定管
理者の積極的
な導入を進め、
効率的な維持
管理に努めま
す。

電子申請等オン
ラインサービス
の利用率（奈良
電子自治体共
同運営システム
の対象事務・対
象施設における
システムの利用
率） 7％
（平成25年3月）

住民票の写し・印鑑証
明・戸籍証明のｺﾝﾋﾞﾆ交
付件数
11,000件
窓口専用端末交付件数
7,852件
ｺﾝﾋﾞﾆと市民ｻｰﾋﾞｽｺｰﾅｰ
の端末利用交付の合計
14.4%

達成状況

施設管理を指定
管理者に移行
（平成24年7月）
進捗状況の把
握・検証
（平成25年3月）
指定管理料の
精算は出納整
理期間中に行
う。

住民票の写し・
印鑑証明・戸籍
証明のｺﾝﾋﾞﾆ交
付件数
10,000件
窓口専用端末
交付件数
5,000件
（平成25年3月
末）
ｺﾝﾋﾞﾆと市民ｻｰ
ﾋﾞｽｺｰﾅｰの端末
利用交付の合
計 11.2％

具体的内容 未達成の理由

生涯学習施設
の指定管理者
による円滑な管
理運営

生涯学習施設の指定管理者との協
定書締結。指定管理者への円滑な
事務引継ぎを行なう。また、施設の
円滑な管理運営と指定管理者の提
案に対する進捗状況を把握し、検
証する。（指定管理者の自主事業
である各種講座・コンサート等の内
容・実績の検証を含む。）

インターネットによる電子
申請及び施設予約の利
用率(H25.3末 )：7.8％

奈良電子自治
体共同運営シス
テムの活用

平成24年7月に生涯学
習施設の管理運営業務
を指定管理者に円滑に
移行。
指定管理者がコンサー
ト・講演等の自主事業を
実施
平成25年2月アンケート
を実施

住民基本台帳カードを利用し、住民
票の写し、印鑑登録証明書及び戸
籍証明書を自動で申請可能な窓口
専用端末機を設置することによる
市民の利便性の向上

ICTを活用した業務の効率化と市民
サービスの向上を図ります。

住民基本台帳ｶｰﾄﾞ交付
件数
20,346件（累計）
平成24年8月から図書
カードとしても利用
一体化交付件数
1,898件（累計）

住基システムプ
ログラムの変更
及び外国人住
民票作成準備
（平成24年7月
末）

平成24年7月改修済
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ａ その他 契約検
査課

ｂ その他 契約検
査課

29 ｂ その他 契約検
査課

ｂ

Ｂ　経常的実施計画事業

取組№ 担当課

市民課

市民課

23 情報政
策課

24 企画政
策課

25 企画政
策課

情報政
策課

市民課

年間15件程度
（平成23年度半
期分実績5件）
一般競争入札
での発注を行
う。
（平成25年3月）

21 市民サービスコーナー窓口の事務の流れ
をスムーズにし、混雑の緩和を図ります。

28 「不正行為の防
止」・「競争性の
確保」・「適正な
品質の確保」を
目的に適正な公
共調達がなされ
るよう、入札・契
約・検査制度の
改革を推進しま
す。

取組項目

予定価格等の
事後公表の試
行

・生駒市設計業務等成
績評定要領を策定した。
（平成24年6月1日施行）
・成績評定を14件実施し
た。

建築設計業務、土木設計業務等に
おいて、成績評定要領を策定し、成
績評定を行う。

試行要領の策
定
（平成24年7月）
年度末までに事
後公表による入
札を5件程度実
施する。

建設工事等の入札において事後公
表の試行を行い、その結果を入札
監視委員会で検証する。

設計業務等成
績要領を策定
（平成24年7月)
成績評定実施
（平成24年7月
公告～）

公の施設を管理する指定管理者へ
の業務実施状況の調査等

奈良電子自治体共同運営システム
の活用

適正で公平なサービスを提供できるよう
指定管理者に対して指導を行います。

26 ＩＣＴを活用した業務の効率化と市民サー
ビスの向上を図ります。

平成23年4月から住民票、印鑑登録証明書のコン
ビニ交付を実施し、広報、ホームページ、パンフ
レット等で周知するとともに、平成24年1月からは
戸籍証明書を、平成25年度中には税証明書を追
加し、利便性を高めることによりコンビニ交付を普
及させ、利用率の向上を図る。

奈良電子自治体共同運営システムを活用し、イン
ターネットによる施設予約等の利用促進に努め、
市民サービスの向上を図る。
（Ｈ２２）システムの更新に伴い携帯電話対応を
行った。
　空き情報公開サービスから電子予約サービスに
移行。
（Ｈ２２）各体育施設及びコミュニティセンター
（Ｈ２３）芸術会館

・電子申請というとっつきに
くさの解消
・利用できる事務や施設の
追加

公の施設の管理・運営について、民間事業者のノ
ウハウを活用しながら、市民ニーズに合ったサービ
スの充実やコストの削減を図るため、公募により指
定管理者の積極的な導入を進める。

奈良電子自治体共同運営システムを活用し、イン
ターネットによる申請届出・講座申込・施設予約等
の利用促進に努め、市民サービスの向上を図る。
（Ｈ２２）システムの更新に伴い携帯電話対応を
行った。
　空き情報公開サービスから電子予約サービスに
移行。

・電子申請というとっつきに
くさの解消
・利用できる事務や施設の
追加

公の施設を適正かつ円滑に管理するため、必要な
基本的事項を定めた基本協定を締結する。
適正な管理のための基本協定の主な取り決め事
項
・公の施設の設置目的や公共性を十分理解し、尊
重するよう規定
・毎年度事業開始までに、事業計画書を市に提出
し、承認を得るよう規定
・毎年度事業終了後、事業報告書を提出するよう
規定
・モニタリング（事業評価）を実施し、結果を報告す
るよう規定
・指定管理者からの報告等を考慮しながら、必要
に応じて業務実施状況の調査や業務の改善を指
示できるよう規定

対象コンビニがセブンーイ
レブンのみである。

社会教育施設について、「指定管理者制度」を導
入するにあたり、現在、市民サービスコーナーで取
り扱っている住民基本台帳法及び戸籍法に係る窓
口業務については指定管理者に業務を委任するこ
とができないことから、4ヶ所の市民サービスコー
ナーについては、民間委託による市民サービスの
向上を図る。

市民サービスコーナー業務

価格以外の評
価を取り入れた
「総合評価落札
方式」による入
札制度の推進を
図ります。

物品及び委託
業務関係入札
の一般競争入
札化への取組
み（担当課入札
分の入札改革）

工事関係業務
委託の検査及
び成績評定策
定

市民サービスコーナー業務

市民ニーズの把握に努め、施設の予約の
簡素化や使用時間区分の見直しなど、利
用者にとって利便性の高い公共施設の運
営に努めます。

公共施設の市民サービスの向上と経費の
削減を図るため、民間による指定管理者
の積極的な導入を進め、効率的な維持管
理に努めます。

民間指定管理者（公募）による公の
施設の運営

コンビニ交付業務

・建設工事等の予定価
格等事後公表試行要領
を平成24年6月1日施行
した。
・平成２４年度で６件（上
半期末で２件）を試行実
施した。

市内6ヶ所に市民サービスコーナーを設置してお
り、市民にとって利便性が高いことを示し、利用率
の向上を目指すとともに混雑の緩和を図る。

コンビニ交付普及による市
民サービスコーナーの利
用率の低下

平成24年度は32件（上
半期9月30日末で21件）
を一般競争入札で実施
した。

奈良電子自治体共同運営システム
の活用

事業内容

H23年度末に改訂した入札マニュア
ルの各課周知を図り、指名競争入
札から一般競争入札の移行ができ
るよう各課へのフォローを行う。

進捗上の課題

行政が主体的に実施する取組状況

事業名
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27 企画政
策課

28 契約検
査課

29 契約検
査課

［評価基準］　進捗状況　ａ：目標を上回る達成状況　ｂ：達成済又は実施済み　ｃ：取組みを進めているが目標に達していない　ｄ：事業の検討や計画を開始している　ｅ：着手できていない

４　総合評価

［評価基準］　Ａ：目標が十分に達成されている　Ｂ：目標がかなり達成されている　Ｃ：目標がそこそこ達成されている　Ｄ：目標があまり達成されていない　Ｅ：目標が達成されていない

５　総合計画審議会の意見

現状の課題と今後の取組
（内部評価がD以下の場合記入）

進捗状況の内部評価
についての意見

今後の取組についての意見

ｂ

終評価

前年度
終評価

C

総合評価　（主担当課の内部評価） Ｃ Ｃ

内部評価を変更した場合の理由

Ｃ

３　役割分担
　　状況

市　　　　民 ｃ ｄ

地域活動等 ｂ ｂ

事　業　者 ｂ ｄ

ｄ

ｂ

ｄ

行　政
支援する取組 ｂ -

ｂ

-

主体的な取組 ａ

ａ

↑
２（客観）と３（行政）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

ｃ ｃ２　客観指標評価

↑
１（市民）と２（客観）の評価に

２ランク以上の乖離がある場合の原因分析
↓

市民課の窓口業務を、市民サービス
コーナーからコンビニ交付及び窓口専
用端末機の交付へ施策転換したため、
指標評価が上がったことが原因

「不正行為の防止」・「競争性の確保」・「適
正な品質の確保」を目的に適正な公共調
達がなされるよう、入札・契約・検査制度
の改革を推進します。

●建設工事等における一般競争入札の原則化
●電子入札システムの構築Ｈ23年度は全工種に
拡大（登録業者が0者又は1者の工種は除く）。
●随意契約の適正化（H21.1随意契約ガイドライン
施行。Ｈ21.4～物品購入・業務委託等の随意契約
（予定価格1000万円以上）の発注見通し及び契約
概要公表・予定価格1000万円以上の随意契約に
ついては契約検査課でチェック。H23.6.1プロポー
ザル方式の実施に関するガイドライン及び土地鑑
定評価依頼要領の制定）
●落札率低下等によって懸念される工事品質の確
保については工事成績評定を活用するなど工事
監督・検査体制を強化・充実。

ｄ
１　目指す姿の進捗度

市民実感度 ｃ

価格以外の評価を取り入れた「総合評価
落札方式」による入札制度の推進を図り
ます。

各市町村の負担金が削減
される中で、事業の規模を
維持することが必要であ
る。

ｃ

ｄ

H22 H23 H24

ｃ

事業者実感度 －

大阪府と奈良県に連なる生駒山系の自然環境を
活かし、広く利用するために、関係自治体によっ
て、生駒山系広域利用促進協議会を組織。ハイキ
ングガイドマップ(いこいこマップ)の作成や案内板
の設置、ごみ持ち帰り運動の推進など、さまざまな
事業を実施する。

入札・契約制度改革

本市が加入する一部事務組合での事務
の共同処理をはじめ、生駒山系広域利用
促進協議会など、近隣市町との広域的な
連携・交流を促進します。

入札・契約制度改革

生駒山系広域利用促進協議会

実績：H19年度の試行開始からH23年度末で計11
件。総合評価落札方式による一般競争入札を採用
するとともに総合評価落札方式による競争入札に
おいては、低入札価格調査制度の試行。手抜き工
事や下請け業者へのしわ寄せを防ぎ、工事の品質
を確保するために、落札候補者の入札価格が調査
基準価格を下回った場合、契約の内容に適合した
履行がされるか調査し、契約の履行が完了するま
で、生駒市が新たに発注する当該契約と同一工種
の入札参加制限や前払金の減額の制限等も行う。


